
沖縄県農林水産部工事検査要領の運用方針

１ 中間検査について

検査要領第３条に規定する中間検査は、次に定めるときに行う検査をいう。

(１) 部分使用を行うにあたり、契約担当者が必要と認めたとき。

(２) 工事部分が水中又は地中に没する等により完成検査時に目視することができない箇所

等を施工途中において契約担当者が必要と認めたとき。

中間検査は、工事の途中段階における品質の確保と同時に、手戻りの防止かつ工事の円滑

な進捗及び工事の技術水準の向上に資するために実施するものであり、設計図書等で中間検

査の対象となった場合に行う検査である。なお、中間検査で確認した出来形部分については、

完成検査及び既済部分検査時の確認を省略することができる。ただし、その後の現場状況の

変化や受注者の管理状況等から再度の確認が必要な場合はこの限りではない。

中間検査の事例

① 道路改良工事で舗装工事を別途発注した場合に、改良工事完成前に舗装工事を併行し

て施工する場合の下層路盤完成時(部分使用)

②下部工と上部工を一括して発注した場合の下部工完了時

③鋼桁、水門、歩道橋等の工場製品

※ 中間検査については、事例①のように同一箇所における施工が、２者以上により

行なわれる場合にあって、一方の工事目的物が、他方の工事の施工により、完成時

においてその形状等が確認できなくなる場合において行うもののほか、事例②③の

ように重要構造物の施工品質、工場製品の材料品質の確保等を図るために行なうも

のがある。

２ 監督員の検査立会いについて

検査要領第５条に規定する監督員の検査立会いは、原則として主任監督員及び現場監督員

が立会わなければならないものであるが、主任監督員が立会うことが出来ない特別な事情が

ある場合は、現場監督員が立会うものとする。

３ 工事検査の方法について

検査要領第７条に規定する工事検査の方法等は、完成検査又は既済部分検査等の完成出来

高又は既済部分出来高等について、当該工事の請負契約関係書類と対比してその適否を判定

するものであるが、当該工事の契約図書には、「設計書・構造計算書及び数量計算書等」は、

含まれないものである。

しかしながら、検査職員は、検査の実施にあたって、これらの設計書・構造計算書及び数

量計算書等の内容を参考にして、工事の施工内容又は出来高をチェックし、資材の品質検査

及び数量の確認等、当該工事が請負契約の条件どおり履行されたかどうか審査することにつ

いては、なんら差し支えないものである。

４ 検査命令の手続き等について

検査要領第９条第４項に規定する検査命令の事務手続きは、次により行うこと。



(請負代金5,000万円以上の工事の完成・中間・一部完成検査の場合)

(１) かい長は、翌月の検査予定表(運用第１号様式)を作成し、毎月20日までに農林水産総

務課長に提出する。

(２) 農林水産総務課長は、かい長から翌月の検査予定表が提出されたときは、検査予定職

員を選定し、かい長に当該検査予定表を返送する。

(３) 契約担当者は、検査予定日の７日前までに農林水産総務課長に対し、工事検査依頼書

(運用第２号様式)を提出する。

(４) 農林水産総務課長は、所属する職員に検査命令を行う場合は工事検査命令簿(運用第３

号様式)を作成し、検査担当職員は当該工事の検査を実施する。 事業関係課の職員に検

査依頼を行う場合は工事検査依頼通知書(運用第２－２号様式)を事業関係課長に提出し、

事業関係課長は工事検査命令簿(運用第３号様式)を作成し所属する職員に検査命令を行

い、当該工事の検査を実施する。

(５) 検査担当職員は、検査終了後、検査調書等(別紙 検査調書等作成部数一覧表参照)を

作成し農林水産総務課長に提出する。

検査依頼を受けた事業関係課の検査担当職員は、検査調書等を農林水産総務課工事検

査指導班へ提出する。

農林水産総務課長は、契約担当者に対し、工事検査実施結果通知書(運用第４号様式)

に検査調書等添えて送付するものとする。

(６) 契約担当者は、請負者に対し、検査の結果を通知する。(農林水産総務課長から送付さ

れた通知書等を専決し、契約担当者から、これを交付する)

(７) 農林水産総務課長は、工事検査台帳(運用第５号様式)、検査調書等綴り、復命書綴り

及び工事成績評定表綴りを作成して沖縄県文書保存規程(昭和49年訓令第38号)第６条に

規定する第２種(10年保存)として整理する。

(請負代金5,000万円未満の工事の完成・中間・一部完成検査、既済部分検査の場合)

(１) 契約担当者は、所属する職員に検査命令を行う場合は工事検査命令簿(運用第３号様

式)を作成し、検査担当職員は当該工事の検査を実施する。

(２) 検査担当職員は、検査終了後、検査調書等(別紙 検査調書等作成部数一覧表参照)を

作成し契約担当者に提出する。

(３) 契約担当者は、請負者に対し、検査の結果を通知する。

(４) 契約担当者は、工事検査台帳(運用第５号様式)、検査調書等綴り、復命書綴り及び工

事成績評定表綴りを作成して沖縄県文書保存規程(昭和49年訓令第38号)第６条に規定す

る第２種(10年保存)として整理する。

５ 再検査の手続きについて

検査要領第14条に規定する再検査の事務手続きは、第９条に規定する検査の手続きに準じ

るものとする。

６ 破壊検査について

検査要領第15条に規定する破壊検査は、次に掲げる事項に該当する場合に行うこと。

(１) 請負者が、監督員の検査を受けて使用すべきものとして指定された工事材料につき、

その検査を受けないで使用した工事で、検査職員が必要と認めた場合。

(２) 請負者が、監督員の立会いを受けて調合し又は施工すべきものとして指定された工事

材料の調合又は工事の施工につき、その立会いを受けないで行った工事で、検査員が必

要と認めた場合。

(３) 工事写真等の記録を整備すべきものとして指定されている場合において、当該工事写



真等の記録が整備されていない工事で、検査職員が必要と認めた場合。

(４) 請負者が行った工事が設計図面及び仕様書に適合しないと認められる場合で、検査員

が必要と認めた場合。

(５) その他、これらに類する工事で、検査職員が必要と認めて指定する場合。

７ 県補助事業の工事完成確認について

沖縄県補助金等の交付に関する規則(昭和47年規則第102号)第13条による「補助事業の額の

確定」は全地区行うものとし、「県補助事業完了確認調書(補助確認様式第１号)」でもって

確定する。

なお、県補助事業の工事完成確認については、原則として行わなくてもよいこととなって

いるが、事業内容及び事業主体の執行体制等を考慮し、事業担当課が必要に応じて行えるも

のとする。

工事完成確認にかかる手続きについては、次のとおりとする。

(１) 事業担当課長は、所属する職員に検査命令(補助確認様式第２号)を行い、工事完成確

認を行わせ、「県補助事業工事完成確認調書(補助確認様式第３号)」を１部提出させる。

(２) この調書は、事業一件書類として事業担当課長が保管し、集計はしない。

附 則

１ この運用方針は、平成７年４月１日から適用する。

２ 平成10年４月１日一部改定

３ 平成11年４月１日一部改定

４ 平成12年４月１日一部改定。ただし、11年度事業については従前のとおりとする。

５ 平成12年10月１日一部改定

６ 平成14年10月１日一部改定

７ 平成17年４月１日一部改定

８ 平成20年４月１日一部改定

９ 平成24年４月１日一部改定

10 平成28年４月１日一部改定

11 平成30年２月15日一部改定
























